
R1年度相談対応報告書
アジア・ビジネス・ネットワーク事業

① ビジネスコンシェルジュ沖縄

～ 海外 ⇨ 沖縄編 ～



目
次

地域別…………………………………………P1

相談形態………………………………………P2

相談企業の業種………………………………P3

地域・業種別

製造業………………………………………P4

サービス業…………………………………P5

卸売業………………………………………P6

その他の業種………………………………P7

地域・相談内容別……………………………P8

台湾(製造業・サービス業・卸売業) ……P9

台湾(その他の業種) ………………………P10

相談結果………………………………………P11

各年度の相談社数……………………………P12

相談対応事例…………………………………P13

各年度視察対応件数…………………………P14



TW

64社(45%)

CN

17社(12%)

HK

20社(14%)

SG 2社(1%)

KR 1社(1%)

AU 1社(1%)

NZ 1社(1%)

MY 3社(2%)

US 3社(2%)

FR 2社(1%)

IN 2社(1%)

GB 1社(1%)

BR 1社(1%)

DE 1社(1%)

IR 1社(1%)
RU 2社(1%)

JP

20社(14%)

1

地域別相談社数
合計社数：142社

地
域
別

TW：台湾
CN：中国
HK：香港
SG：シンガポール
KR：韓国
AU：オーストラリア
NZ：ニュージーランド
MY：マレーシア
US：アメリカ
FR：フランス
I N：インド
GB：イギリス
BR：ブラジル
DE：ドイツ
I R：イラン
RU：ロシア
J P：日本

142社の内、約7割近くが中華圏からの相談となっている。

内訳は、台湾が約半数を占め、次に香港、中国の順となっている。

日本国内からは、沖縄への二次投資や在沖外国人からの相談が20社であった。

Comment



電話

11

出張相談

9

視察
5

来訪26

WEB40

メール

51

単位：社

2

相
談
形
態

合計相談数142社の内、メールでの問い合わせが最も多く51社(35％) 。

続いて、当事業WEBの相談受付フォームからの問い合わせが40社(28％) 。

Comment
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相
談
企
業
の
業
種

製造業が最も多く40社(28％)であった。

続いて、サービス業が39社(27％)、卸売業が22社(15％)

その他・不明は、相談者の会社情報未入手または単なる情報収集等。

Comment

28% 27% 6% 15% 4% 1% 1% 3% 1% 1% 1% 11%

（※1）構成比は、小数点以下を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100％とはならない。

（※1）



TW CH HK US FR IN BR IR RU JP 合計

飲食料品 6 2 1 1 1 11

健康食品 4 4

化粧品 3 1 1 5

鉄鋼金属 2 2

合成樹脂 1 1

機械器具 4 1 1 1 1 8

その他(※1) 2 1 1 3 7

不明(※2) 1 1 2

合計 20 6 2 1 1 2 1 1 1 5 40
単位：社
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地
域
・
業
種
別
（
製
造
業
）

製造業40社の5割を台湾企業が占めている。

「飲食料品」分野では11社の内、6社が台湾企業からの相談であった。

「健康食品」分野においても４社すべてが台湾企業。

Comment

・相談受付した地域のみ表示

・(※1) ①情報収集程度のため具体的なビジネスプラン不明。②詳細について未提供等。

・(※2) 情報収集目的の問い合わせのため、事業内容については不明。



TW CH HK SG NZ MY GB DE JP 合計

コンサル 4 4

宿泊業 3 3 1 1 8

飲食業 5 1 1 2 9

観光 1 1 2

その他(※1) 4 2 5 1 1 1 2 16

合計 16 3 9 1 1 2 1 1 5 39
単位：社
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地
域
・
業
種
別
（
サ
ー
ビ
ス
業
）

・相談受付した地域のみ表示

・(※1) ①情報収集程度のため具体的なビジネスプラン不明。②詳細について未提供等。

製造業に続いて2番目に相談の多い業種はサービス業で39社であった。

サービス業の中で「宿泊業」や「飲食業」が多かった要因としては、

沖縄の好調な観光産業によるものではないかと考えれられる。

Comment



TW CH HK MY US RU JP 合計

飲食料品 3 1 1 5

貿易 2 5 3 1 2 13

その他(※1) 2 1 1 4

合計 7 5 4 1 1 1 3 22

単位：社
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地
域
・
業
種
別
（
卸
売
業
）

沖縄を含む日本国内の商品を海外に輸出して販売する計画を立ている海外企業は22社。

商品ラインナップは健康食品、お菓子、原料等。

「その他」４社は、海外で売れそうな商品についての情報収集等であった。

Comment

・相談受付した地域のみ表示

・(※1) ①情報収集程度のため具体的なビジネスプラン不明。②詳細について未提供等。



TW HK CN SG KR AU US FR JP 合計

情報通信業
（9社）

インターネット 1 1

放送通信 1 1

情報制作 2 1 3

その他・不明 2 1 1 4

小計 6 1 2 9

小売業
（5社）

飲食料品 2 2

その他 1 1 1 3

小計 3 1 1 5

教育・学習
支援業
（4社）

教 育 3 3

学習支援 1 1

小計 3 1 4

運送業
（2社）

運送業 1 1

倉庫業 1 1

小計 1 1 2

農林漁業
（2社）

農業 2 2

不動産・物品
賃貸業（1社）

物品 1 1

職業紹介・
派遣業（1社）

派遣 1 1

建設業（1社） 不明 1 1

その他・不明
（16社）

その他 3 2 1 1 4 11

不明 1 2 1 1 5

小計 4 2 2 1 1 1 1 4 16

その他の業種 合計 21 5 3 1 1 1 1 1 7 41

単位：社 7

地
域
・
業
種
別

（
そ
の
他
の
業
種
）

情報通信業は9社。

県内のインフラ整備の充実

度に関連しているのではな

いかと考えられる。

それ以外の業種においては、

情報収集がメインであった。

また、その他・不明につい

ては、大半が業種不明、単

なる情報収集の案件。

Comment

・相談受付した地域のみ表示
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介
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合計

TW 17 6 14 4 2 7 4 22 8 6 6 7 11 1 1 15 12 143

CN 9 1 2 2 1 2 3 7 2 1 3 2 3 3 4 45

HK 7 5 10 5 4 1 1 1 1 9 2 5 7 58

SG 1 1 1 1 1 1 6

KR 1 1

AU 1 1 1 1 1 1 1 7

NZ 1 1 2

MY 1 1 1 1 2 2 8

US 2 1 2 1 1 1 8

FR 1 1 1 2 5

IN 1 2 3

GB 1 1

BR 1 1 1 3

DE 1 1 1 1 4

IR 1 1 2

RU 1 1 1 1 1 1 1 1 1 9

JP 3 2 5 1 3 1 2 4 9 4 4 1 3 9 7 58

合計 39 7 28 17 5 24 8 43 16 5 14 21 16 34 6 4 36 40 363

単位：件
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地
域
・
相
談
内
容
別

相談内容別で見ると、最も多いのがマッチングで43件、続いて視察39件、情報収集34件となっている。

地域別で見ると、最も多い台湾からの相談143件の内、県内企業とのマッチングが22件となった。

Comment
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製
造
業
20

社

飲食料品 2 2 1 6 2 1 2 1 17

健康食品 1 1 3 1 1 1 1 1 10

化粧品 1 2 1 1 1 1 2 1 1 11

鉄鋼金属 1 1 2 1 1 6

機械器具 1 1 1 1 1 1 1 7

不明 1 1 1 1 1 1 6

小計 6 5 4 2 3 11 5 4 2 5 4 1 5 57

サ
ー
ビ
ス
業
16

社

コンサル 1 1 1 1 1 5

宿泊業 1 1 1 1 4

飲食業 3 2 1 1 1 2 1 1 2 14

その他 1 1 1 2 2 7

小計 3 5 1 1 1 4 2 2 3 4 4 30

卸
売
業
7

社

飲食料品 1 3 1 1 1 7

貿易 1 1 1 3

その他 1 1 2

小計 1 1 3 1 2 3 1 12

３業種合計 9 5 9 1 2 3 4 18 7 4 4 6 9 8 10 99
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単位：件

地
域
・
相
談
内
容
別

台
湾
（
製
造
業
・
サ
ー
ビ
ス
業
・
卸
売
業
）

台湾からの問い合わせで最も多かったのが、製造業20社で57件の相談だった。
その内、「飲食料品」17件、「化粧品」11件、「健康食品」は10件。
特徴として、県内企業と共同でメイドインジャパン商品を製造し、世界各国へ輸出する
プランに関する相談が多かった。

Comment

台湾からの相談社数：64社 相談件数：143件
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情報通信業
（6社）

インターネット 1 1

放送通信 1 1 1 1 4

情報制作 1 2 1 1 1 1 7

その他 1 1 1 3

不明 1 1 1 3

小計 3 4 2 1 1 1 1 4 1 18

小売業
（3社）

飲食料品 1 1 1 3

その他 1 1 1 3

小計 1 2 1 1 1 6

不動産・物品
賃貸業（1社）

物品 1 1 2

職業紹介・
派遣業（1社）

派遣 1 1

教育・学習
支援業（3社）

教育 2 1 1 1 5

運送業（1社） 倉庫業 1 1

農林漁業（2社） 農業 2 1 1 1 1 6

その他・不明
（4社）

その他・不明 2 1 1 1 5

その他の業種 合計 8 1 5 3 4 4 1 2 2 1 2 1 1 7 2 44
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単位：件

台湾からの相談社数：64社 相談件数：143件
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相
談
結
果

成功 A B C 終了 合計

TW 1 5 8 48 2 64

CN 1 1 2 12 1 17

HK 1 4 15 20

SG 1 1 2

KR 1 1

AU 1 1

NZ 1 1

MY 2 1 3

US 1 2 3

FR 1 1 2

IN 2 2

GB 1 1

BR 1 1

DE 1 1

IR 1 1

RU 1 1 2

JP 3 1 1 15 20

合計 6 10 17 104 5 142

【県内に立地した６社の業種】

・研究 / コンサルタント

・製造業（医療品関連）

・卸売業（県産品の輸出）

・情報通信業（システム開発）

・サービス業（観光関連）

・サービス業（飲食業）

【立地に至らなかった企業の主な要因】

①現地ビジネスパートナーが見つからない。

②事前の情報収集等にかかる時間が長い。

③ビジネスマッチングで条件が折り合わなかった。

④相談者の事業計画が未熟である。

Comment

単位：社
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成功：設立登記または立地に至った、あるいは県内企業と業務提携した。

Ａ ：具体的で実現度の高い案件。

Ｂ ：具体的だが、実施までに障害があり時間がかかる案件。

Ｃ ：具体的な計画がまだなく、情報収集程度の案件。

終了：破談、立地見送り、視察のみ又は相談対応済み等により立地に至らず、相談終了となった案件。
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単位：社
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H28年度 H29年度 H30年度 H31/R1年度

成功 A B C 終了

54社

137社

103社

142社



1.県内の商品を購入したい

2.物流に関する補助メニュー

3.物流業者の紹介

4.現地法人を設立したい

5.経営・管理ビザを取得したい

6.県内OEM対応可能な製造業者を

紹介してほしい。

サポート内容相談内容

1.要望に応じた県内企業を紹介

2.各種補助メニュー情報を案内

3.複数の物流業者を紹介

4.言語対応可能な司法書士を紹介

5.言語対応可能な行政書士を紹介

6.関連したOEM業者を紹介

13

相
談
対
応
事
例
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各
年
度
視
察
対
応
件
数

国・地域 H28
年度

H29
年度

H30
年度

H31/R1
年度

合計

TW 4 17 16 17 54

CN 1 6 2 7 16

HK 2 1 3 6

US 1 1 1 3

FR 1 1

RU 2 2

SG 1 1

JP 1 1 1 3

合計 5 27 21 33 86

業 種 H28
年度

H29
年度

H30
年度

H31/R1
年度

合計

製造業 1 7 13 12 33

卸売業 4 3 7 14

経済団体（※1） 2 5 3 10

小売業 1 1

農業 1 1

学術 1 1

不動産業 1 1

情報通信業 1 2 3

サービス業 8 6 14

運送業 2 2

建設業 2 2

公務 1 1

教育・学習支援業 2 2

その他・不明 1 1

合計 5 27 21 33 86

依頼元 H28
年度

H29
年度

H30
年度

H31/R1
年度

合計

県海外事務所 7 7 12 26

県庁 5 10 4 1 20

その他（※2） 2 3 3 8

本人 8 7 17 32

合計 5 27 21 33 86

視察・訪問先 H28
年度

H29
年度

H30
年度

H31/R1
年度

合計

賃貸工場等 4 11 14 4 33

物流 2 10 2 3 17

那覇港 1 4 1 6

その他（※3） 4 15 11 30 60

県庁 1 9 8 2 20

合計 12 49 36 39 136

視察目的 H28
年度

H29
年度

H30
年度

H31/R1
年度

合計

情報収集 5 27 21 23 76

マッチング 10 10 18 38

合計 5 37 31 41 114

（※1）経済団体が主体となり企業を集めた視察ツアーを含む。

（※2）コンサルタントや経済団体等からの紹介。

（※3）OEM受託メーカー、コンサルタントや専門家等。 単位：件



アジア・ビジネス・ネットワーク事業

本報告書の無断転載を禁じます


